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～口座開設等を行う方へ～ 

金融機関等で口座開設等をする際は、 

居住地国等を記載した届出書の提出が必要です！ 

 

 平成２７年度税制改正により、平成２９年１月１日以後、新たに国内に所在する金融機関等で口座開設等を行う方
（自然人、法人、組合等）は、金融機関等へ居住地国等を記載した届出書の提出が必要となります。（※１） 

 なお、口座開設等を行う際には、金融機関等により、届出書の記載事項が口座開設等を行う際に提供又は提示をし

た他の書類（※２）の内容と合致していることの確認が行われます。 

 また、口座開設等を行う方の居住地国が特定の外国である場合、金融機関等により、毎年４月３０日までに、その

口座開設等を行う方の金融口座情報が所轄税務署長に報告されます。 

さらに、その金融口座情報は、租税条約等の情報交換規定に基づき、その外国の税務当局に提供されることとなり

ます。 

※ 居住地国とは、所得税・法人税に相当する税をお客様が納めるべき国または地域をいいます。 

 

【届出書の提出を要する場合の概要】 

平成２９年１月１日以後（又は令和８年１月１日以後）、新たに国内の金融機関等に口座開設等をする場合（注） 

新規に口座開設等をする場合、金融機関等へ氏名・住所（名称・所在地）、居住地国、外国の納税者番号等（※３）

を記載した届出書（以下「新規届出書」といいます。）の提出が必要となります。 

令和７年１２月３１日以前に既に国内の金融機関等に口座開設等（新規届出書の提出が必要となるものを除きま

す。）をしている場合（注） 

既に口座開設等をしている場合でも、確認のため、金融機関等から、氏名・住所（名称・所在地）、居住地国、外

国の納税者番号等（※３）を記載した届出書（以下「任意届出書」といいます。）の提出を求められる場合がありま

す。 

（注）これらの届出書の提出後、居住地国等に異動を生じた場合には、届出書（以下「異動届出書」といいます。）の提出が必要と

なります。 
 

【届出書の種類】 

届出書名 新規届出書 異動届出書 

提出者 ・平成２９年１月１日以後新たに金融機関等に

口座開設等を行う方（※４） 

・令和８年１月１日以後に金融機関等との間で

一定の電子決済手段の管理に関する契約の締

結等を行う方（※４） 

 

新規届出書、任意届出書又は異動届出書を提出

後に、これらの届出書に記載した居住地国等に

ついて異動を生じた方 

提出時期 口座開設等を行う際 居住地国等について異動を生じた日から３月

を経過する日まで等 

記載事項 ・氏名、住所及び生年月日又は名称及び本店 

若しくは主たる事務所の所在地 

・居住地国名及び居住地国が外国である場合の

その居住地国の納税者番号（※３） 

・住所と居住地国が異なる場合の事情の詳細等 

・異動後の居住地国等 

・以前提出した届出書に記載した居住地国等 

・左記の新規届出書の記載事項 

※１ 令和６年度税制改正（令和８年１月１日施行）において、本制度の対象範囲が拡大され、金融機関等の範囲に新たに資金移

動業者等が追加されることとなりました。これに伴い、令和８年１日１日以後、新たに一定の電子決済手段の管理に関する契

約の締結等を行う方も金融機関等へ届出書の提出が必要になります。 

※２ 例えば、犯罪による収益の移転防止に関する法令の規定により口座開設等の際に提示又は提出する本人確認書類（運転免許

証や個人番号カード等）があります。 

※３ 居住地国が日本である方も、居住地国名として「日本」と記載が必要となります。ただし、その場合、マイナンバー（個人

番号）の記載は必要ありません。 

※４ 令和７年１２月３１日以前に金融機関等に口座開設等（新規届出書の提出が必要となるものを除きます。）をしている場合も

任意で「任意届出書」を提出することが可能です。 

 

 


